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こどもみらい住宅支援事業 2021年11月26日 予算542億円 にて閣議決定されました。
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こどもみらい住宅支援事業 予算542億円

・子育て世帯 又は若者夫婦世帯が取得する一定の性能を満たす注文住宅の新築や新築分譲住宅の購入
（いずれも、 土砂 災害防止 法 （土砂災害警戒区域等における土砂 災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号））に基づく土砂災害特別警戒区域 に 立地する
住宅 を除く）

・世帯を問わず 対象工事を実施するリフォーム
を対象とします。

●こどもみらい住宅支援事業の対象

※リフォームについては、制限がありません。

●新築の場合

（１）注文住宅の新築
所有者となる子育て世帯・若者夫婦 世帯 が、 自ら居住する ことを目的に 新たに 発注（工事請負契約 ※１ ）する 住宅 の建築 。
※1 工事請負契約が結ばれない工事は対象外。

（２）新築分譲住宅の購入
所有者となる子育て世帯・若者夫婦 世帯 が、自ら居住することを目的に 購入（売買契約※ ２ ）する新築住宅 ※３ の購入 。
※２ 宅地建物取引業 の 免許を有する事業者からの購入に限る。
※３ 売買契約締結時点において、 完成（完了検査済証の発出日）から１年以内であり、人の居住の用に供したことのないもの。以下同じ。

子育て世帯 18歳未満の子を有する世帯

若者夫婦世帯 夫婦のいずれかが３９歳以下の世帯

※１ 子育て世帯とは、申請時点において、１８歳未満の子（年齢は令和３年４月１日時点。すなわち平

成１５（２００３）年４月２日以降出生）を有する世帯。
※２ 若者夫婦世帯とは、申請時点において夫婦であり、いずれかが３９歳以下（年齢は令和３年４

月１日時点。すなわち昭和５６（１９８１）年４月２日以降出生）の世帯。
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こどもみらい住宅支援事業 予算542億円

本事業は、新築住宅の建築事業者または販売事業者、およびリフォーム工事の工事施工者（以下、「住宅事業者」という。）が、新築住宅の建築
主または購入者（以下、「住宅得者」という。）およびリフォーム工事の発注者（以下、「工事発注者」。住宅取得者と 併 せて 「住宅取得者等」と
いう。）の委託を受けて補助事業者となり、補助金の申請および交付を受けるものです。ただし、交付された補助金は住宅取得者に還元される必
要があり、申請にあたっては還元方法について、予め両者で同意を行うものとします。
なお、住宅事業者は、本事業の参加にあたっては、所定の手続きにより「補助事業者」としての登録（「事業者登録」という。）を受ける必要があり、
事業者登録後に着手する建築工事またはリフォーム工事を補助の対象と し ます。
※「こどもみらい住宅支援事業の内容について」より転記

※今回の事業の申請者ならびに補助金の受領者は、施主様や工事発注者では
なく「事業者」様になります。申請には「事業者登録」が必要となります。

●事業者登録について

補助事業のタイプによ らず、事業者登録に提出が必要な書類は、次のＡおよび B 又は C いずれかの書類を予定されています。
【必須】
Ａ．こどもみらい 住宅支援事業 登録申請書（指定の様式） ※要代表者印
【追加】
＜法人の場合＞
Ｂ．商業法人登記の写し（発行から３か月以内で、現在事項が確認できるもの）
＜個人事業主の場合＞
Ｃ．印鑑証明書（発行から３か月以内のもの）

※提出書類は、現時点で想定している内容であり 、 今後 変更となる場合があります。
※事業者登録は、令和４年1月中旬～予定されています。
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こどもみらい住宅支援事業 予算542億円

●補助対象期間

※契約は2021年11月26日以降で可能ですが、着工（根切り工事ま
たは基礎杭打ち工事の着手）は事業者登録を行った後となります。

工事請負契約 建築着工

令和3年11月26日から令和4年10月31日までに締結 事業者登録を行った後、令和4年10月31日までに着工

建築着工 売買契約

事業者登録を行った後、令和4年10月31日までに着工 令和3年11月26日から令和4年10月31日までに締結

工事請負契約 工事の実施

令和3年11月26日から令和4年10月31日までに締結 事業者登録を行った後、令和4年10月31日までに完成

注文住宅の新築

新築分譲住宅の購入

リフォーム

以下の期間内に契約及び 着工 を行うものが対象となります。ただし、 申請時に工事が一定以上の出来高に達しているとともに、 別途定める
期間内に 申請 、完了報告が可能なものに限ります。
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こどもみらい住宅支援事業 予算542億円

●補助対象となる建築物

注文住宅の新築・新築分譲住宅の購入
次の ① ～③ の いずれかに該当する住宅が対象となります。
いずれも、住戸の 延べ面積が 50 ㎡ 以上（床⾯積は、壁その他の区画の中⼼線で囲まれた部分の ⽔平投影 ⾯ 積 吹き抜け、バルコニー及びメー

ターボックスの部分を除く 。） により算定。なお、住戸内に階段が存在する場合、階段下のトイレ及び収納等の⾯積を含める 。 ）の住宅に限ります。
なお、申請する際には、 次の ①②③ のいずれかに該当することについて 、 建築士による説明書や登録住宅性能評価機関等の第三
者機関による証明書等が必要となります。

① ZEH 、 Nearly ZEH 、 ZEH Rea dy 又は ZEH Oriented（補助額100万円）
強化外皮基準に適合し、再生可能エネルギー等を除き、基準一次エネルギー消費量から20 ％以上の一次エネルギー消費量 が
削減 される 性能を有する住宅が対象となります。
※ BELS 評価書に記載される 「 ゼロエネ 相当」 （強化外皮基準に適合しないもの は、 ①の対象とはなりません 。）

② 高い省エネ性能等 を有する 住宅（補助額８0万円）
次のa)から c ）のいずれかの性能を有する住宅が対象となります。
a) 認定長期優良住宅
b) 認定低炭素 住宅
c) 性能向上計画認定住宅

③一定の省エネ性能を有する住宅（補助額60万円）
住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号。以下「品確法」という。）に基づく日本住宅性能表示基準（平成
13 年国土交通省告示第 1346 号）で定める断熱等性能等級４かつ一次エネルギー消費量等級４ の性能を有する住宅が対象と
なります。
※ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号。以下「建築物省エネ法」という。）に基づく 省エネ基準 への 適合を 本事業 の 要件 と するた
め 、 品確法で定める 断熱等性能等級４の 基準のうち、 結露の発生を防止する対策に関する基準を満たさない住宅も対象と なります 。

※今回の補助には、一次消費エネルギー計算が必須となってきます。
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こどもみらい住宅支援事業 予算542億円

●新築申請時に必要な証明書

（１）注文住宅の新築
① 申請
注文住宅の新築で申請を行う際に提出が必要な書類は、次のＡ～Ｇのすべての書類です。
【必須】
Ａ．本補助金の利用について住宅取得者が同意する共同事業実施規約（指定の書式）
Ｂ．工事請負契約書の写し
Ｃ．建築基準法に基づく「確認済証」の写し
Ｄ．工事施工者が発行する工事計画書（指定の様式）
Ｅ．出来高 確認 書（指定の様式。工事写真を含む）
Ｆ．住宅取得者の本人確認および家族構成を確認する書類（住民票（世帯票）の写し等
Ｇ．本事業の対象であることを証明する住宅証明書等

（２）新築分譲住宅の購入
① 申請
新築分譲住宅の購入で申請を行う際に提出が必要な書類は、次のＡ～Ｇのすべての書類です。
【必須】
Ａ．本補助金の利用について住宅取得者が同意する共同事業実施規約（指定の書式）
Ｂ．不動産売買 契約書の写し
Ｃ．建築基準法に基づく「確認済証」の写し
Ｄ．販売事業者が発行する販売計画書（指定の様式）
Ｅ．出来高 確認 書（指定の様式、工事写真を含む）
Ｆ．住宅取得者の本人確認および家族構成を確認する書類（住民票 の写し等）
Ｇ．本事業の対象であることを証明する住宅証明書等

確認書類 発行機関

①
 ZEH 、 Nearly ZEH 、 ZEH Rea
dy 又は ZEH Oriented

ZEH、 Nearly ZEH 、 ZEH
Ready又は ZEH Oriented

ZEH、 Nearly ZEH 、 ZEH Ready又は ZEH Oriented BELS評価書
（ ZEH マーク 又 はZEH M マーク が表記されたもの）

BELS登録機関

認定長期優良住宅 長期優良住宅建築等計画認定通知書 所管行政庁

認定低炭素住宅 低炭素建築物新築等計画認定通知書 所管行政庁

性能向上計画認定住宅 性能向上計画認定通知書 所管行政庁

こどもみらい住宅支援事業補助金対象住宅証明書★ 登録住宅性能評価機関

省エネ基準への適合性に関する説明書 建築士

設計住宅性能評価書 登録住宅性能評価機関

建設住宅性能評価書 登録住宅性能評価機関

BELS評価書（一次エネルギー消費量基準・外皮基準ともに「適合」と表示されたもの） BELS登録機関

フラット３５Ｓ適合証明書及び竣工現場検査申請書・適合証明申請書（すべての面） 適合証明機関

省エネ基準に適合する住宅

②

③

高い省エネ 性能 等 を有する 住宅

断熱等性能等級４かつ一次エネル
ギー消費量等級４を満たす住宅
（右記のいずれかの書類が必要）

対象となる住宅の種類
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補助制度 併用可否

すまい給付金 ○

住まいの復興給付金 ○

外構部の木質化対策支援事業 ○

地域型住宅グリーン化事業 ×

ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス支援事業 ×

ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ZEH）化による住宅における低炭素化促進事業 ×

こどもみらい住宅支援事業 予算542億円

●他の補助金との併用について

原則として、本事業 と補助対象が重複する国の他の補助制度との併用はできません。
なお、地方公共団体の補助制度については、国費が充当されているものを除き、併用可能です。
具体的には、新築ついて、それぞれ以下のとおりとなります。

①注文住宅 の新築、新築分譲住宅の購入について

住宅の本体工事の全部又は一部を対象とする国の他の補助制度との併用はできません。
代表的な補助制度との併用の取扱については次のとおりです。

②リフォームについて

住宅（外構含む。）のリフォーム工事を対象とする国の他の補助制度との併用はできません。ただし、
本事業 で対象とするリフォーム工事の請負工事契約と、他の補助制度で対象とするリフォーム工事の
請負工事契約が別である場合については、併用することができます。


